
大阪大学・人間科学研究科・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４４０１

基盤研究(C)（一般）

2017～2015

ニューカマー外国人の高齢化：高齢者予備層の戦略分析

Aging of migrants in Japan: Analyzing strategies of the pre-retirement 
generation

４０５３４４３３研究者番号：

高谷　幸（Takaya, Sachi）

研究期間：

１５Ｋ０３８４３

平成 年 月 日現在３０   ５ ２３

円     3,200,000

研究成果の概要（和文）：　本研究は、1980年代以降に来日した移住者が高齢化しつつある現状を踏まえ、高齢
者予備層の在日フィリピン人と在日ペルー人に着目し、その社会経済的状況と老後の戦略を分析することを目的
としてきた。計90名を超えるインタビューを通して、離婚の多さと女性の不利な状況、不安定な就労状況と高齢
化後の生活基盤の脆弱さ、不動産投資と高齢化後の居住地選択の関係などを明らかにした。研究期間中に雑誌論
文13件、学会発表9件、図書8件の発表を行い、さらに今後も成果発表を予定している。
　

研究成果の概要（英文）：This research has aimed to analyze the socio-economic conditions of the 
migrants who came to Japan after the 1980s and their strategies facing the aging. Through the 
interviews on more than 90 Filipinos and Peruvians in Japan, it found out as follows:
First, both of the Filipinos and the Peruvians in Japan have a high number of divorces, which 
results in the disadvantage of those women. Second, their unstable labor conditions will lead to the
 vulnerable living conditions after the aging. Third, compared with the Filipinos, the Peruvians 
tend to have a choice of the place of residence after the aging. Some of them invest the real estate
 in Peru but others cannot afford it.
Our research group published 13 papers and made 9 presentations during the period.     

研究分野：社会学

キーワード： ニューカマー外国人　高齢化

  １版
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１．研究開始当初の背景 
 ニューカマー外国人の来日から 30 年以
上経過し、高齢者比率はまだ低いもののそ
の予備層を 50歳以上とすると、彼・彼女ら
の比率は年々高まっている。具体的には、
2013 年の時点でフィリピン人人口の 1 割、
ペルー人人口の 2 割に達していた。そこで
高齢化に向けた研究が必要な段階に到達し
ているという認識のもと、本研究を企画し
た。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、この高齢者予備層の在日フ
ィリピン人と在日ペルー人に着目し、その
社会経済的状況と老後の戦略を分析する。
その際、①資源獲得の類型（自助、互酬、
再分配、市場交換）と、②資源仕様の類型
（ナショナル−トランスナショナル）の組み
合わせにより戦略の主要なパターンを析出
する。そうしたパターンの分岐を生み出す
要因を解明することで、誰がなぜどのよう
な老後生活を構想しているのかを明らかに
できる。さらに、そうした知見を政策・実
践課題として提示し、アドボカシーにつな
げていくことが、期間全体を通じた研究目
的となる。 
 
３．研究の方法 
 高齢者予備層として位置づけられる 50
歳以上の在日フィリピン人とペルー人各
40-50人に対して、現在の社会経済的状況と
老後の生活予定についてインタビュー調査
を行う。当初は、このインタビューデータ
をもとにカール・ポラニーの類型を用いて
老後戦略のパターンと規定要因、そこから
予想される帰結と課題を明らかにすること
を考えていた。 
 
４．研究成果 
 インタビューデータは引き続き分析中で
あるが、在日フィリピン人・ペルー人高齢
者予備層の社会経済的状況および老後の生
活戦略を明らかにする目処はついている。
現時点での主な知見として、在日フィリピ
ン人の場合、来日から 30年程度経過する中
で、一定の社会的地位を獲得する者がいる
一方で、不安定な生活状況や貧困に直面し
ている者もおり集団内部の階層分化が進ん
でいること、その分化は主に家族形態によ
って規定されていることがあげられる。 
 過去 15 年の間にフィリピン女性の就業
率は上昇しているが、その背景には、子ど
もがある程度成長し、再度就労する者が増
加したことがある。ただし日本籍女性と比
較すると就業率は低い。つまり国際結婚女
性の就業パターンは、日本の既婚女性のそ
れをより強化したものといえ、ホスト社会
の支配的な性別分業構造に大きく規定され
ている。またシングルマザーも日本のシン
グルマザー同様、就労している者が多いが、

そのなかで 60 歳以上になっても働き続け
ていることは珍しくない。さらに、子ども
が成長した後に生活保護を抜け、経済的に
自立したシングルマザーも少なくないが、
そのなかには子どもとともに非正規雇用で
就労しているケースも目立つ。彼女たちの
年金は低額と見込まれ、高齢化による離職
や子どもの独立に伴って、生活基盤がより
脆弱になる可能性は高いと推測される。 
 ペルー人の場合、フィリピン人と異なる
のは国際結婚が少ないこと、並びにペルー
と日本の両方で老後を送るオプションの広
さにある。また、就労比率が高くリーマン
ショック後の大量解雇や就労条件の悪化の
影響を他のグループより受けてきた。だが
同時に、離婚件数の多さでは共通しており、
女性に対して不利に作用する。これまでの
研究では、派遣労働への集中やリーマンシ
ョックといった労働市場に焦点が当たって
きたが、それに加えて加齢を考慮したのが
本研究の特徴となる。ペルー人は、1990年
代前後に来日した層がブラジル人よりも多
い。この時期に 20代で来日した者の多くは、
調査期間中に 50代を迎えているが、(1)日本
またはペルーで不動産を購入する、(2)貯蓄
ができないまま日本での居住が四半世紀を
超える、いずれにせよ貯蓄額がほとんどな
い状況となっている。 
 （1）の場合、ペルーで不動産を購入して
いれば、ペルーの経済発展により資産価値
が上がっており、老後の見通しは相対的に
明るい。日本で不動産を購入した場合、ロ
ーンをまだ払い終わっておらず、資産とし
ての価値も上がっていないから、単にロー
ンと家賃が相殺される関係にしかならない。 
（2）の場合はさらに深刻で、自分が働け
る間は問題がないが、それがかなわない場
合には子どもに頼るか生活保護を受給する
しかない。ペルーに帰国した者の状況をみ
る限り、ペルーに資産を持たない限り生活
状況は日本よりかえって悪く、日本で生活
した方が「よりまし」な選択となる。日本
で年金に加入していた者は少ないが、加入
していればペルーでの最低賃金 3 万円強の
1.5 倍程度になるため生活は不可能ではな
い。しかし、そうした者の比率は 1 割以下
であり、そうでない者は日本に住む方が現
実的となる。とはいえ日本で子どもに頼る
ことができる比率は低く、多くが高齢者向
きの仕事をしながら生活することになる。
それもかなわない場合、年金も得られない
かきわめて定額であるから、今後は生活保
護受給者が急速に増えることが予想される。 
 これらの知見の発表方法については、す
でに発表した論文のほか国際会議での発表
や論文の投稿を予定している。 
 また本研究は、得られた知見を政策・実
践課題として提示し、アドボカシーにつな
げていくことも目的としていた。この点に
ついては、市民団体による省庁交渉や政策



提言における基礎的データとして提供を予
定しているほか、自治体職員を対象とした
講演にも研究成果を用いた。また市民団体
と協力して移住女性へのワークショップを
開催し、研究成果の還元に努めた。2018年
5月には、在日ペルー人協会と在日本ペル
ー大使館が主催する会議で報告予定であり、
ペルー人コミュニティへの還元にも着手し
ている。 
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